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１　所管予算案総括表

（１）一般会計予算額 ［単位：千円］
平成３１年度

予算額
平成３０年度

予算額
増減額

63,115 68,817 ▲ 5,702

16,345 15,506 839

663,295 2,271,569 ▲ 1,608,274

1,866,859 1,764,549 102,310

（２）特別会計予算額 ［単位：千円］
平成３１年度

予算額
平成３０年度

予算額
増減額

14,344,000 14,456,000 ▲ 112,000

1,677,000 1,675,000 2,000

（３）　所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課

小規模給水施設普及支援事業 18,298

小規模給水施設普及支援に要
する経費

環境課

春木川ふれあい交流センター
管理運営事業

4,433

春木川ふれあい交流センター
管理に要する経費

環境課

汚泥再生処理センター周辺環
境整備事業

27,783

汚泥再生処理センター周辺環
境整備に要する経費

環境課

特定健康診査等事業 71,242

特定健康診査等に要する事業 保険年金課

保健指導事業 5,995

保健指導に要する経費 保険年金課

生活環境部

建替えを行った旧し尿処理場春木苑周辺の
生活環境や景観等に配慮した環境整備を実
施します。

メタボリックシンドロームに着目した健
診、特定保健指導を行い、将来の医療費適
正化を行います。

被保険者の健康増進及び医療費適正化を目
的とし、生活習慣病の早期発見・重症化予
防のための各種保健指導事業等を行いま
す。

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

事業概要

汚泥再生処理センター周辺環境整備の一環
として「別府市春木川ふれあい交流セン
ター」を開設し、コミュニティ活動及び生
涯学習活動の場を提供します。

未給水地域における生活用水の確保及び公
衆衛生の向上に資するため、山の口地区の
一部地域の給水施設を改良します。

課名

市民課

人権同和教育啓発課

環境課

保険年金課
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 01 0109

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

款 項 目 事業

02 01 01 0110

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

3,947 3,947

市民課

予算額 国県支出金 地方債

朝日出張所事務に要する経費

　市民生活の充実向上と住民の便宜を図ることを目的としています。

　市民課業務としての住民異動届の受付、戸籍届出書の受理、各種証明書の交付、印鑑
登録事務等のほか、税・保険年金・福祉関連等、多岐にわたる業務について取扱いをし
ています。なお、出張所の施設はＪＡべっぷ日出朝日出張所内の一部を賃借していま
す。

　平成２９年度取扱件数　２５，９７６件

その他 一般財源

所管課

市民課

事業名称

その他 一般財源

300

国県支出金

亀川出張所事務に要する経費

　市民生活の充実向上と住民の便宜を図ることを目的としています。

　平成２９年度取扱件数　２０，２４５件

予算額

300

地方債

　市民課業務としての住民異動届の受付、戸籍届出書の受理、各種証明書の交付、印鑑
登録事務等のほか、税・保険年金・福祉関連等、多岐にわたる業務について取扱いをし
ています。
　別府市公共施設再編計画に基づき、平成３０年９月に市民課亀川出張所の機能をあす
なろ館内へ移転しています。

事業名称 所管課
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 01 0111

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

款 項 目 事業

02 01 07 1187

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

事業名称 所管課

南部出張所事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　市民生活の充実向上と住民の便宜を図ることを目的としています。

　市民課業務としての住民異動届の受付、戸籍届出書の受理、各種証明書の交付、印鑑
登録事務等のほか、税・保険年金・福祉関連等、多岐にわたる業務について取扱いをし
ています。

　平成２９年度取扱件数　１６，７２９件

事業名称 所管課

2,848 2,848

30,007 19,529 1,580 8,898

社会保障・税番号制度導入に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　「住民の利便性の向上」「公平・公正な社会」を実現する、社会保障・税番号制度の
確実な運用を図る基盤となる個人番号の付番を行います。

　平成２７年１０月に通知カードの送付開始、平成２８年１月からマイナンバーカード
の発行が開始されています。平成３１年度は申請によりマイナンバーカードに旧氏（旧
姓）を併記する法改正の施行が予定されています。

　平成３０年度末までの別府市でのマイナンバーカード申請数は通算で１５，０００枚
を超える（市民の約８人に１人）と見込まれます。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 12 0993

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

款 項 目 事業

02 03 01 0177

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

交通災害共済に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

　交通災害（人身事故）に遭った人を救済するための共済制度への加入を推進すること
により、市民の生活の安定と福祉の増進に寄与することを目的としています。

　別府市に住民登録している人を対象に大分県交通災害共済の加入者を募り、この加入
者に対し、万一の交通事故による通院等に対し見舞金を支給します。

　平成２９年度加入者数　１，８２５人

事業名称 所管課

25 25 0

2,695 2,676 19

市民課事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　窓口業務の効率・円滑化を図り、住民サービスの向上を目指します。

　窓口業務の発展向上や適正な事務処理を目的とした会議への参加、及び日常業務を行
うために必要な書籍・事務用品等を購入することにより、窓口業務の効率・円滑化を図
ります。

　九州連合戸籍住民基本台帳事務協議会総会・研修会出席　　１名
　九州管内都市市民課主管者会議出席　　１名
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 03 01 0178

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

款 項 目 事業

02 03 01 0179

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

住民基本台帳事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

　住民の居住関係の公証、及び住所に関する異動届出等の簡素化を図ります。
　住民に関する記録の適正な管理を行い住民の利便性を高めることを目的としていま
す。

　住民異動届の受付、住民基本台帳への記録、及び住民票の写し等の交付事務を行いま
す。

　平成２９年住民票関係事務件数　　　２０，５１３件
　平成２９年度住民票写し等交付件数　５１，４０９件

事業名称 所管課

688 688 0

4,235 1,715 2,520

戸籍事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　戸籍に関する事実の報告、及び人の相互関係の形成を目的とした届出を受理する等、
戸籍の記載に関する事務を行い、日本国民の国籍と親族関係を登録・公証します。

　戸籍届出の受付、記載、及び戸籍関係証明書の交付事務を行います。
　火葬をしようとする者に火（埋）葬許可証を交付します。
　平成３０年度に紙媒体で保管している戸籍受附帳を電子化しました。

　平成２９年度戸籍関係届出等件数　　６，１５１件
　平成２９年度戸籍関係交付件数　　２２，６２７件
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 03 01 0180

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

款 項 目 事業

02 03 01 0182

【事業の目的】

【事業内容】

【対象者数】

印鑑登録事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

　印鑑を登録することにより、印鑑の印影を公に証明することができ、住民の日常生活
の権利及び取引の安全を守り、事故を防止することを目的とします。

　印鑑の登録及び証明書の交付事務を行います。

　平成３０年度９月印鑑登録者数　　　　７６，２８３人
　平成２９年度印鑑登録証明書交付件数　２６，６６３件
　平成２９年度印鑑登録再登録件数　　　　１，７９３件

事業名称 所管課

483 483 0

37 21 16 0

外国人住民事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　別府市に住民登録されている外国人住民への利便の増進を図ります。

　適法に在留する外国人住民の住居地届出受理による住民基本台帳への記録を行いま
す。

　平成３０年３月末外国人住民数　３，９７４人
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 03 01 0183

【事業の目的】

【事業内容】

【状況等】

款 項 目 事業

02 03 01 0184

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

その他市民課事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

　窓口の効率化・円滑化を図り、住民サービスの向上を図ることを目的としています。
　別府市に委託された葬斎場の使用許可、使用料の徴収等の業務を遂行します。

　県内他市町の住民票、印鑑登録、戸籍等を交付できる「おおいた広域窓口サービス」
を行います。
　葬斎場使用料の徴収及び徴収した使用料の納付を別杵速見地域広域市町村圏事務組合
秋草葬斎場受託事務として行います。

　おおいた広域窓口サービスには、平成３１年１月現在、姫島村を除く県内１７市町が
参加しています。

事業名称 所管課

12,339 12,339 0

3,681 45 3,636

住居表示に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　合理的な住居表示を実施することで、市民生活の利便性や緊急車両の効率性等の向上
に資することを目的としています。

　住居表示に関する法律及び住居表示に関する条例に基づき、新築届による住居番号の
付番等の業務や新旧住所の証明書の交付をしています。

　平成２９年度住居表示件数　１１７件
　平成３１年度は住居表示地区の新旧対象簿の電子データ化を行います。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 03 01 0902

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

款 項 目 事業

02 03 01 1035

【事業の目的】

【事業内容】

【実績等】

住民基本台帳ネットワークシステムに要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

　住民基本台帳の全国ネットワーク化により、住民負担の軽減とサービスの向上、及び
国・地方を通じた行政事務の効率・簡素化を図ります。

　住民基本台帳カード、マイナンバーカードを利用した転入転出の手続き、及び住民票
の広域交付等の事務を取り扱います。

　平成２８年１月よりマイナンバーカードが発行されたことから、平成２７年１２月を
もって住民基本台帳カードの新規発行は終了しています。

事業名称 所管課

29 29 0

1,671 1,671 0

パスポート事務に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

　戸籍事務・住民基本台帳事務担当課に旅券の受付交付窓口を設け、申請時における必
要関係書類（戸籍謄(抄）本）の取得と旅券申請窓口を一元化することにより、住民に
とっての利便性向上を図ることを目的としています。

　旅券の発給等に関する申請受理、交付及びそれに伴う事務を行います。

　平成２９年度申請件数　２，１３６件
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 05 02 0196

【事業の目的】

【事業内容】

人口動態調査に要する経費 市民課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

　統計法による基幹統計として人口動態の状況を把握し、人口及び厚生行政政策の基礎
資料に資することを目的としています。

　戸籍の届出を受けた出生・死亡・婚姻・離婚等についての調査票を作成して、毎月２
回県（保健所）へ報告しています。

130 130 0
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 01 04 0257 人権同和対策に要する経費

款 項 目 事業

11 05 08 0647 学校人権同和教育推進に要する経費

10,854 0 0 0 10,854

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,904 0 0 0 1,904

【事業の目的】
　　　基本的人権が等しく尊重される社会を希求し、団体、協議会等と連携し、人権教育・人
　　　権啓発の諸施策を推進することにより、部落差別問題をはじめとするあらゆる差別の解
      消に努めます。

【事業内容】
　　　人権同和対策に関する協議会の推進及び審議会の運営を行うとともに、行政と連携して
　　　部落差別問題をはじめあらゆる人権課題の解消を目的に活動する団体の支援を実施しま
      す。

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　　　学校における人権・同和教育を系統的・計画的に推進し、児童・生徒の人権を尊重する
　　　態度や実践力の育成を目指します。

【事業内容】
　　　学校教育における人権・同和教育推進及び推進体制の充実を図ります。

【実施方法等・実績等】
　　　平成３０年度は人権教育主任会、学校人権研修として管理職研修、教職員・保護者対象
　　　の研修を実施しました。
　　　市内すべての小・中学校において取り組まれた人権作品のうち市への提出は、人権作文
　　　１０１点、人権標語２７１点、人権ポスター９９点の計４７１点です。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

11 05 08 0648 人権教育総合推進に要する経費

款 項 目 事業

11 05 08 0649 就学奨励に要する経費

1,071 290 0 0 781

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

28 28 0 0 0

【事業の目的】
　　　市民を対象とした人権問題に対する学習機会の拡充を図るために、あらゆる差別をなく
　　　すための人権教育・人権啓発の諸施策を継続して行います。

【事業内容】
　　　あらゆる差別をなくすための取組として市民対象の講座の実施や企業・団体の研修等を
　　　推進します。

【実施方法等・実績等】
　　　平成３０年８月１０日にビーコンプラザ国際会議室にて、講師　全国隣保館連絡協議会
　　　常任顧問・事務局長　中尾　由喜雄　氏「人権文化豊かなまちづくり～阪神・淡路大震
　　　災が教えたもの～」の演題で「差別をなくす市民の集い」を開催し、参加者３６９名で
　　　した。身近な人権講座（一般市民対象）年９回、人権教育学級（ＰＴＡ対象）年７回、
　　　じんけんフィルムふれあいフェスタ（主に子ども対象）５会場を開催しました。

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　　　就学保障・教育の充実を目的に貸与された大分県地域改善対策奨学金の免除及び猶予申
　　　請の機会を債務者へ提供します。

【事業内容】
　　　大分県より権限移譲された（旧）大分県地域改善対策奨学金等貸与条例及び大分県の事
　　　務処理の特例に関する条例にかかる事務を行います。

【実施方法等・実績等】
　　　平成３０年度高校・大学進学奨励金返還事務対象者は４名です。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

11 05 08 0650 人権啓発センター管理運営に要する経費

2,488 978 0 1 1,509

事業名称 所管課

人権同和教育啓発課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　　　部落差別問題をはじめとしたさまざまな人権問題の解消を図るために、教育啓発事業等
　　　を展開し、人権尊重のまちづくりを目指します。

【事業内容】
　　　人権が尊重されるまちづくりの中核施設として、多くの市民の人権学習の場としてさま
　　　ざまな事業に取り組みます。

【実施方法等・実績等】
　　　平成３０年度は、人権８課題講座（新規・７回）、じんけんふれあいワークショップ（
　　　新規・小学生対象、夏休み１回）、じんけんふれあい教室（８回）、センターチャレン
　　　ジ教室（６回）、人権ミニ講座（４回）を開催しました。
　　　人権ライブラリーの啓発教材（視聴ソフト・図書）の貸出を行い、市民の人権意識の向
　　　上に努めました。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

02 01 07 1168 新エネルギーの普及促進に要する経費

款 項 目 事業

04 01 01 1057 大所飲料水供給施設管理運営に要する経費

569 569

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,792 945 3,847

【事業の目的】
　別府市地域新エネルギービジョンに沿い、本市の地域特性に合致した新エネルギーの導入及
びその促進策を展開し、特に、温泉発電の導入に関しては地域共生を図るための取組を進めて
いきます。

【事業内容】
○温泉発電等対策審議会　385千円
　アボイドエリア内で温泉発電を目的とした温泉掘削等を行う場合に当該審議会にて温泉発電
等掘削及び温泉発電等の導入に伴う影響、評価を審議するとともに、今後の施策について協議
するために当該審議会（年８回予定）を開催します。

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　大所飲料水供給施設の設置及び管理に関する条例及び同施行規則に基づき、大所地区水道施
設を適正に管理運営し、安全な飲料水を長期的に安定供給できるよう努めます。

【事業内容】
　主な事業は、施設点検業務委託（1,569千円）、機械設備保守点検業務委託（2,117千円）、
水質検査手数料（313千円）、その他は電気代等の光熱水費や草刈業務等の経費です。
　使用料(給水料金)賦課収入は（940千円）の予定です。

【実績等】
　　平成27年度　3,348千円
    平成28年度　3,406千円
    平成29年度　4,382千円
    平成30年度　4,377千円（見込）
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 01 1155 専用水道・飲用井戸等に要する経費

款 項 目 事業

04 01 01 1234 鳥越地区給水施設維持管理に要する経費

90 90

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　水道法第３条第６項に基づく専用水道及び水道法で規制を受けない飲用井戸等の適正管理、
水質に関する定期的な検査、汚染時における措置及び汚染防止策についての指導監督を図りま
す。

【事業内容】
①立入検査や現地確認作業　33千円
　水道施設、水質、水圧、水量及び必要な帳簿書類の検査や、水道の工事現場、事務所及び水
道施設のある場所の調査を行います。
②緊急時の対応　57千円（委託料）
　万一、水質汚染事故が発生した際の原因調査に要する経費で、水質分析業者に分析を委託し
ます。

【実績等】
　　平成27年度   59千円
　　平成28年度　 30千円
    平成29年度　  8千円
    平成30年度　 90千円（見込）

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　鳥越地区住民及び市営芝尾・笹川墓地利用者の安全な飲料水等を確保します。

【事業内容】
　鳥越地区住民及び市営芝尾・笹川墓地利用者の安全な飲料水等を確保するため、鳥越地区給
水施設の維持管理を行います。（年間維持管理費　805千円）

【実績等】
　　平成28年度　　145千円
    平成29年度　　209千円
    平成30年度　  763千円（見込）

805 805
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 01 1299

款 項 目 事業

04 01 03 0320 環境衛生に要する経費

事業名称 所管課

小規模給水施設普及支援に要する経費 環境課

18,298 9,148 914 8,236

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,319 3,319

【事業の目的】
　別府市上水道給水区域外（以下「未給水地域」という。）に居住する住民の生活環境の改善
及び公衆衛生の向上に寄与するため、未給水地域におけるインフラを整備し、生活の用に供さ
れる水を確保します。

【事業内容】
　山の口地区の生活用水は、湧水や河川水を水源としていますが、取水場は鳥獣が出入りしや
すく、また、雨天時に土砂が混入するなど衛生的に問題があるため、取水場の改良及び浄水施
設の設置工事を行います。

　　測量設計委託料：　　　　　3,672千円
　　給水施設等整備工事費：　 14,626千円

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　市内全域を対象に、カ､ハエ等の衛生害虫を駆除することで、伝染病の発生を未然に防止し
ます。

【事業内容】
①殺虫剤散布器具の貸し出し、薬剤の無料配布　2,826千円
　殺虫剤散布の自主作業を希望する自治会に対し、散布作業用の機材を無料で貸し出すと同時
に、その際に使用する薬剤についても無料で配布します。また、希望する自治会に対して発泡
錠剤を無料配布します。
②その他、管理に係る費用　140千円
　当該事業に使用する車両の維持管理等を行います。

【実績等】
　　　　　　　　　決算額　　　　　　薬剤配布町数　器具の貸出台数　発泡錠剤配布町数
　　平成27年度　2,733千円　　　　　　   74町　　　　　 176台            45町
　　平成28年度　2,257千円　　　　　　   51町　　　　　 160台            72町
    平成29年度　2,720千円               90町　　　　　 154台　　　　　　61町
　　平成30年度　3,185千円（見込）    　 56町　　　 　　162台            74町
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 03 0321 狂犬病予防に要する経費

款 項 目 事業

04 01 06 0336 墓地管理に要する経費

1,347 1,347 0

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,077 5,341 3,736

【事業の目的】
　狂犬病予防法に基づき、犬の登録事務及び狂犬病予防注射等の管理事務を獣医師会と連携し
て行い、狂犬病の発生を未然に防止します。また、犬の飼い主に対し、飼い主としてのマナー
を啓発します。

【事業内容】
  犬の登録及び予防注射等管理業務　1,347千円
　犬の登録及び予防注射についての情報を管理します。また、動物病院での予防注射時に犬の
登録も同時に行えるよう、登録事務の一部を動物病院に委託します。

【実績等】
　　　　　　　　　決算額　　　　　　　犬の頭数　　注射頭数　　注射率（％）
　　平成27年度　1,094千円          　　6,566　　　　3,512　　　53.5
　　平成28年度　1,435千円　　　　　　　6,469　　　　3,455　　　53.4
    平成29年度　1,203千円　　　　      6,232        3,308      53.1
    平成30年度　1,315千円（見込）      6,264        3,146      50.2（12月末日現在）

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　墓地、埋葬等に関する法律に基づく墓地管理業務を行い、市営墓地（５箇所）の墓地使用者
が、支障なく埋蔵及び収蔵を行えるよう維持・管理すると共に、墓参者のために墓地内の環境
を整えます。
【事業内容】
　墓地、納骨堂及び火葬場の経営許可に関する事務を行います。
　市営墓地の埋蔵・収蔵及び墓参が快適に行えるように、墓地内の通路の除草・清掃及びごみ
集積所からのごみ回収作業、墓地内樹木の剪定・伐採、給水設備及びトイレの維持管理等を行
います。
　また、年に１回墓地区画の使用者募集（公募）を行い、墓地使用者を決定して墓地使用料を
徴収します。

【実績等】墓地に係る申請手続等実績
　　　　　　　　　　　　平成27年度　　　　平成28年度　　　　平成29年度
　継承申請　　　　　　　　　73件　　　　　　　97件　　　　　　 142件
　改葬手続　　　　　　　　　52件　　　　　　  87件　　　　　　　53件
　工事届出　　　　　　　　　29件　　　　　　　25件　　　　　　　24件
　返還届出　　　　　　　　　21件　　　　　　　30件　　　　　　　39件
　使用許可申請（うち公募）　19件（10件）　  　20件（11件）　　　30件（15件）
　使用者住所変更等　　　　　 7件　　　　　　　 4件　　　　　　　17件
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 07 0338 環境保全審議会・環境監視員に要する経費

款 項 目 事業

04 01 07 0339 快適環境推進に要する経費

899 899

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,205 3,205

【事業の目的】
　別府市環境保全条例第１０８条に基づく環境保全審議会及び同条例第９条に基づく環境監視
員制度により、別府市地域の環境保全を推進するため調査審議、又は地域環境の把握及び監視
に努めます。

【事業内容】
①環境保全審議会の調査審議　262千円
　別府市地域の自然環境及び生活環境の保全に係る重要な事項を調査審議します。

②環境監視員による環境監視パトロールの実施　637千円
　地域環境の変化を捉え、公害の未然防止や不良個所等の早期発見、早期対応を行うために、
校区内の環境監視パトロールを行います。
　
【事業関係者】
　環境保全審議会委員　18名
　環境監視員　　　　　17名

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　自然環境及び生活環境の保全に寄与し、市民への環境保全意識の高揚を図るため、公害防止
対策や環境保全対策、啓発事業を行います。

【事業内容】
①公害防止対策　2,616千円
　公害を監視するための環境モニタリング調査を継続して行います。
②啓発事業等　243千円
　こども環境絵画・作文展の開催等各種啓発イベントを継続して行います。

【事業の実績等】
　平成30年度
　・別府湾地先海域水質調査（4回・5定点）、河川水質調査（4回・7定点）
　・環境騒音調査（21定点）
　・自動車騒音の常時監視
　・環境白書「別府市の環境」作成
　・こども環境絵画・作文展の表彰及び展示の実施
　・苦情相談件数　134件（12月末日現在）
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 07 0341 自然保護に要する経費

款 項 目 事業

04 01 07 0343 環境パートナーシップに要する経費

296 296

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

122 122

【事業の目的】
　市民に親しまれている、または由緒ある樹木・樹林で、美観・風致を維持するために保護す
ることが必要なものを指定して、必要な処置を講じます。
　市指定の保護樹の所有者に対し、保護樹林保護のために必要な助成措置を講じます。
　海外から導入された繁殖力の強い、在来生物の生態系に著しい影響を与える特定外来生物の
防除策を講じ、自然環境の保全を図ります。

【事業内容】
①環境保全審議会専門調査員による調査　168千円
　３名の専門調査員へ依頼し、新たに保護が必要な樹木・樹林や既に指定されているものの現
状についての調査を行います。
②保護樹の維持管理に要する経費の助成等　100千円
　樹木の剪定など保護樹の維持管理に必要な経費について助成します。
③自然保護対策費等　28千円
　アライグマ等の特定外来生物を捕獲する体制づくりを行います。

【事業の実績等】
　　平成27年度　中須賀のホルトノキ（市指定保護樹）の保全（100千円）
    平成28年度　朝見のバクチノキ（市指定保護樹）の保全（100千円）
　　平成28年度　内成のイチョウ（大分県特別保護樹木）の保全（550千円）

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　地域住民や環境保全団体との環境パートナーシップ構築の促進を目指します。

【事業内容】
　協働による環境イベント実施など　122千円
　複数の民間団体や市民団体と共に協力して環境イベントを開催し、参加した市民や地域の
方々の環境保全意識の高揚、関連団体との連携の促進を図ります。
　
　
【事業の実績等】
平成30年度
　・七夕クールアースデー（別府駅前での節電街頭啓発活動）（チラシ等200枚配布）
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 07 1200 人と猫が共生するまちづくりに要する経費

款 項 目 事業

04 02 01 0348 清掃管理に要する経費

4,023 650 3,373

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,336 500 1,836

【事業の目的】
　市内における飼い主のいない猫を適正に管理することにより、市民の良好な生活環境の保持
を推進するとともに、飼い主のいない猫の適正な飼育と動物愛護への理解及び環境美化意識の
向上を図ります。

【事業内容】
　飼い主のいない猫の不妊去勢手術助成金　2,100千円
　飼い主のいない猫の繁殖抑制のために、別府市に登録している活動グループが主体となり、
対象の猫の避妊去勢手術を行い、市がその費用に対し助成金を交付します。
　（一頭あたりの助成額：オス猫　10,000円、メス猫　20,000円）

【事業の実績等】
　猫の不妊去勢手術頭数
　　平成27年度　109頭　　　　　　1,810千円
　　平成28年度　 81頭　　　　　　1,520千円
    平成29年度  103頭        　  1,750千円
　　平成30年度  107頭（見込）　　1,750千円

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　市民の健康で快適な生活環境を確保するため、廃棄物の減量推進、廃棄物の適正処理、生活
環境の保全及び公衆衛生の向上を図るための清掃管理事務を行います。

【事業内容】
　清掃事務所で行う業務に係る、コピー用紙等の消耗品費、粗大ごみ納入通知書送付等の通信
運搬費、各種負担金等の管理費を予算計上しています。

【実績等】
　　平成27年度　2,147千円
　　平成28年度　2,440千円
    平成29年度　2,084千円
　　平成30年度　2,586千円（見込）
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 02 01 0350 清掃事務所維持管理に要する経費

款 項 目 事業

04 02 01 0351 ごみ減量化及びリサイクル推進に要する経費

7,664 390 7,274

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

101,809 86,479 15,330

【事業の目的】
　廃棄物の減量推進、廃棄物の適正処理、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民の
健康で快適な生活環境を確保するために使用する清掃事務所の維持管理を行います。

【事業内容】
　清掃事務所の維持管理に係る、ボイラー等の燃料費、電気料や下水道使用料の光熱水費、事
務所設備の維持のための修繕料、電話・ＦＡＸの通信運搬費、事務所の清掃や警備等の各種委
託料等の経費を予算計上しています。

【実績等】
　　平成27年度　8,114千円
　　平成28年度　8,162千円
    平成29年度　7,702千円
    平成30年度　7,687千円（見込）

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　資源循環型社会の形成のため、利便性に富んだライフスタイル等の見直しを啓発しながら、
ごみの減量化を推進するとともに、リサイクルによる限りある資源の有効利用を図ります。

【事業内容】
①ごみ収集カレンダーの作成・配布　1,898千円
　ごみの地区別の収集日及び分別方法等を記載したカレンダーを作成し、配布及びホームペー
ジ上に掲載します。また、同様に外国人用のごみ収集カレンダーも作成し市民課窓口等で配布
及びホームページ上に掲載します。
②資源回収委託料　57,656千円
　古紙・古布を分別回収し、ごみの減量及びリサイクルを促進します。
③資源中間処理委託料　38,259千円
　回収した缶類・びん類・ペットボトルをリサイクルするために選別等の中間処理業務を委託
します。
④分別基準適合物再商品化実施委託料　479千円
　回収したガラスびんの再商品化実施を日本容器包装リサイクル協会に委託します。
⑤資源回収奨励補助金事業　2,160千円
　ごみの減量及び資源循環を推進するため、有価物を回収する登録団体に補助金を交付しま
す。
⑥別府市美しいまちづくり奨励事業補助金　1,000千円
　ごみに関する事業を行う自治会へ補助金を交付し、美しいまちづくりを推進します。
⑦その他ごみ減量及びリサイクル推進に要する費用　357千円
　３Ｒ推進のための啓発、リサイクル講座の開催、再商品化施設実地確認、ペットボトル
キャップの輸送等を行います。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 02 01 0352 クリーン運動推進に要する経費

【実績等】 決算額

平成27年度　6,055千円 10,409人 71トン 2,255人 13トン

平成28年度　3,950千円 7,034人 12トン （雨天） 1,979人 32トン

平成29年度　3,814千円 11,298人 50トン 2,358人 17トン

平成30年度　4,242千円（見込） 10,981人 52トン 2,310人 18トン
※収集量は小数点第１位を四捨五入

款 項 目 事業

04 02 01 0353 リサイクル情報センターに要する経費

決算額 施設利用者数
平成27年度 2,624千円  8,721人

平成28年度 2,687千円 11,101人

平成29年度 3,354千円 11,271人

平成30年度 3,223千円（見込）  9,380人（12月末日現在）

4,390 394 3,996

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　生活環境の美化推進のみならず「国際観光温泉文化都市」として、観光客にも快適な環境を
提供するため、環境美化活動を推進していきます。

【事業内容】
①全市一斉清掃・海岸海浜清掃　557千円
　市民や事業者の環境問題への関心を高め、協力して環境保全活動に取り組みます。
②不法投棄防止対策　297千円
　近年増加傾向にある不法投棄を防止するため、警告看板を設置し、不法投棄防止用監視カメ
ラの維持補修を行います。
③環境美化のための清掃委託　3,536千円
　市内主要幹線道路沿い及び観光地周辺の清掃委託並びに別府市地域環境美化条例で指定され
た空き缶・吸い殻等散乱防止地域の清掃委託を実施します。

参加
人数
及び
収集量

全市一斉清掃 海岸海浜清掃

事業名称 所管課

【事業の目的】
　市民のごみ問題に対する認識を深めるため、ごみ減量・リサイクル推進に関する情報及び学
習の場を提供します。

【事業内容】
①ごみ減量及びリサイクル推進に関する情報の提供及び啓発活動　1,207千円
　リサイクル抽選会、リユースマーケット、啓発用冊子の配布等を実施します。
②リサイクル情報センター施設の維持管理等　2,118千円
　ごみ減量・リサイクル推進の拠点施設として、施設の維持管理を行います。

3,325 123 3,202
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 02 01 1315

款 項 目 事業

04 02 02 0354 ごみ収集に要する経費

【実績等】
平成27年度 313,894千円 24,335トン
平成28年度 331,824千円 23,939トン
平成29年度 329,381千円 23,531トン
平成30年度 336,402千円（見込）

事業名称 所管課

春木川ふれあい交流センター管理に要する経費 環境課

4,433 502 3,931

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　コミュニティ活動及び生涯学習活動の場を提供することにより住民福祉の向上を図るため
に、春木川ふれあい交流センターの維持管理を図ります。

【事業内容】
　施設を円滑に運営・維持管理していくため、管理委託料・光熱水費等の経費を計上していま
す。

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　廃棄物の減量推進、廃棄物の適正処理、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民の
健康で快適な生活環境を確保するために、円滑なごみ収集業務の実施と指定ごみ袋による多分
別収集の徹底を行います。

【事業内容】
①家庭系ごみの収集運搬業務　213,129千円
　山間・狭隘部を除いた市内全域の家庭系可燃物収集運搬業務を民間委託します。また、不燃
物、粗大ごみ、一時多量ごみ等の収集運搬業務を行います。平成26年度以降、不燃物収集時に
小型家電及び危険物のピックアップ回収を実施しています。
②指定ごみ袋による多分別収集　131,476千円
　入札等により指定ごみ袋を購入し、市内の指定ごみ袋取扱店にて販売することにより、多分
別収集を徹底します。

　決算額 年間収集量

344,605 117,380 227,225
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 02 02 0356 南畑不燃物埋立場施設整備に要する経費

款 項 目 事業

04 02 02 0357 南畑不燃物埋立場管理に要する経費

事業名称 所管課

5,099 5,099

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,485 31 3,454

【事業の目的】
　廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、南畑不燃物埋立場及び汚水処理
施設の施設整備を行います。

【事業内容】
①施設整備工事　2,869千円
　南畑不燃物埋立場の汚水処理施設を維持するため、設備更新等の工事を行います。
②残量測定委託料　1,980千円
　南畑不燃物埋立場の残余容量について、正確な数字を把握するため、残量測定の委託を行い
ます。

【実績等】
　　　平成27年度　1,783千円
　　　平成28年度　1,198千円
　　　平成29年度　1,950千円
      平成30年度　4,187千円（見込）

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、南畑不燃物埋立場及び汚水処理
施設の維持管理を行います。

【事業内容】
　不燃物の埋立処分をするとともに、埋立場より浸出する汚水を処理することにより、協定を
結んでいる下流域（宇佐市）の水質保全に努めます。
　埋立処分に係る機械車等の燃料費、汚水処理施設動力電気代及び汚水処理に係る水質分析手
数料等の経費を計上しています。

【実績等】
　  平成27年度　3,439千円
　　平成28年度　2,568千円
　　平成29年度　2,844千円
    平成30年度　3,060千円（見込）
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 02 03 0360 合併浄化槽に要する経費

【実績等】 助成件数 助成金額　
平成27年度  5件 1,660千円
平成28年度 7件 2,406千円
平成29年度  8件 2,872千円
平成30年度  12件   4,446千円 （見込み）

款 項 目 事業

04 02 03 1141 し尿収集運搬に要する経費

4,483 2,575 1,908

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

28,473 10,631 17,842

【事業の目的】
　生活排水による公共用水域の水質汚濁防止のため、くみ取り便槽又は既設単独処理浄化槽
（し尿のみを処理する浄化槽）から合併処理浄化槽（し尿と生活雑排水を併せて処理する浄化
槽）に設置替えする市民に対し、助成を行います。

事業名称 所管課

環境課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するために、し尿収集業務の業務委託及びし
尿くみ取り手数料の徴収事務等管理を行います。

【事業内容】
①し尿収集運搬業務　24,503千円
　生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るために行うし尿の収集運搬業務を業者に委託しま
す。
②し尿くみ取り手数料徴収事務　3,970千円
　廃棄物の適正処理を行うため、し尿のくみ取りに係る手数料を徴収します。

【実績等】
　  平成27年度　27,536千円
　　平成28年度　27,412千円
　　平成29年度　27,503千円
    平成30年度　28,599千円（見込）
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 02 03 1283

款 項 目 事業

04 02 03 1316

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

汚泥再生処理センター周辺環境整備に要する経費 環境課

【事業の目的】
　建替えを行う汚泥再生処理センター周辺の生活環境等に配慮した環境整備を行います。

【事業内容】
　多目的広場整備工事費　25,916千円
　春木川ふれあい交流センターに隣接する多目的広場の整備工事を行います。

【実積等】
　　平成29年度　15,422千円
　　平成30年度　82,489千円（見込）

事業名称 所管課

リバーサイドオアシス春木苑管理に要する経費 環境課

27,783 19,400 8,383

78,568 78,568

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　廃棄物の減量推進及び廃棄物の適正処理をすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図り、市民の健康で快適な生活環境を確保するため、汚泥再生処理センターの維持管理
を図ります。

【事業内容】
　汚泥再生処理センターの維持管理に係る医薬材料費や電気料・下水道使用料等の光熱水費、
清掃・警備等の各種委託料、車両等に係る燃料費等の経費を計上しています。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 01 05 0260 基礎年金事務に要する経費

【事業の目的と概要】
　相互扶助を原則とする拠出年金制度を保持し、加入者の年金受給権の確保をサポートする事
業です。また、法定受託事務として国民年金加入者や受給者の各種届出を受理し処理します。

【対象者】

　国民年金加入者及び受給者

【予算内訳】
　旅費 ２８千円

　需用費 ３１１千円

　役務費 ８８千円
　負担金補助及び交付金 ８千円

【平成29年度実績】
　旅費 ４千円
　需用費 ２６４千円
　役務費 ５８千円
　委託料 １，５１２千円
　負担金補助及び交付金 ８千円

款 項 目 事業

03 02 06 1038 後期高齢者医療に要する経費

435 435 0

事業名称 所管課

保険年金課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　大分県後期高齢者医療広域連合に対し、療養給付費及び事務費の市負担金の支払いを行いま
す。
　また、被保険者に対し、はり・きゅう・マッサージ施術費の補助を行います。

①療養給付費負担金　1,770,414千円
　被保険者が医療機関で受診した一部負担金を除く法定給付分のうち、市町村負担分（被保険
者の保険給付費額の１／１２)を後期高齢者医療広域連合に支払うものです。
　平成29年度実績　1,605,278千円

②はり・きゅう・マッサージ施術費補助金　17,021千円
　被保険者の健康増進のため、はり・きゅう・マッサージ施術のための補助を行います。
　一人ひと月４回まで　一回当たり1,100円
　平成29年度実績　17,513千円

1,866,424 6,000 1,860,424

事業名称 所管課

保険年金課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ３　事業概要（特別会計）

所管課

【歳入歳出予算】

款 款

01 国民健康保険税 01 総務費

02 一部負担金 02 保険給付費

03 使用料及び手数料 03

04 県支出金 04 保健事業費

05 財産収入 05 基金積立金

06 繰入金 06 公債費

07 繰越金 07 諸支出金

08 諸収入 08 予備費

①保険給付費 10,148,634千円 平成29年度実績 10,145,277千円
　被保険者が医療機関で受診した一部負担金を除く法定給付を行います。

②国民健康保険事業費納付金
3,772,420千円 平成29年度実績 0円

　平成３０年度の国保運営の都道府県化に伴い新たに創設されたものです。
　市町村は県へ国保事業費納付金を支払い、県は各市町村に対して保険給付費の全額を
交付します。

③保健事業費 131,758千円 平成29年度実績 93,764千円
　被保険者が受診したレセプトデータ・健康診査情報等を専門職が活用し、重症化予防
・進行遅延などを行うことにより、将来的な保険給付費を減少させることを目的に実施
するものです。

10,499,576 131,758

特別会計名 国民健康保険事業特別会計 保険年金課

予算額 予算額

1,982,504 265,164

2 10,148,634

2,700 国民健康保険事業費納付金 3,772,420

1,411 1,411

1,821,442 1,000

1 13,613

36,364 10,000

歳入　計 14,344,000 歳出　計 14,344,000
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 ３　事業概要（特別会計）

所管課

【歳入歳出予算】

款 款

01 後期高齢者医療保険料 01 総務費

02 使用料及び手数料 02

03 繰入金 03 諸支出金

04 繰越金 04 予備費

05 諸収入

1 10,000

特別会計名 後期高齢者医療特別会計 保険年金課

予算額 予算額

1,262,395 5,438

400 後期高齢者医療広域連合納付金 1,659,762

412,399 1,800

1,805

歳入　計 1,677,000 歳出　計 1,677,000

　①総務費　　5,438千円　　　　　　　　　　　　　平成29年度実績　　　5,296千円
　　後期高齢者医療保険料を徴収するために必要な消耗品・印刷製本費等を支出するもの
　です。

　②後期高齢者医療広域連合納付金　1,659,762千円　平成29年度実績　1,595,205千円
　　市町村が徴収した後期高齢者医療保険料を後期高齢者医療広域連合に納付するもので
　す。
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